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(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．平成25年10月1日付で10株につき1株の割合で株式併合を行いましたが、第63期連結会計年度の期首に当該株

式併合が行われたと仮定し、1株当たり四半期純利益金額又は四半期（当期）純損失金額を算定しておりま

す。 

４．第63期第3四半期連結累計期間及び第63期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式がないため記載しておりません。第64期第3

四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載し

ておりません。 

  

当第3四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている
事業の内容について、重要な変更はありません。 
 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第63期 
第3四半期 
連結累計期間

第64期 
第3四半期 
連結累計期間

第63期

会計期間
自  平成24年４月１日 
至  平成24年12月31日

自  平成25年４月１日 
至  平成25年12月31日

自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日

売上高 (千円) 8,876,982 8,530,029 11,566,541

経常利益又は経常損失(△) (千円) △27,161 66,044 △84,640

四半期純利益又は 
四半期(当期)純損失(△)

(千円) △78,693 11,577 △116,802

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △86,906 67,245 △49,325

純資産額 (千円) 3,322,539 3,424,534 3,360,120

総資産額 (千円) 9,789,312 9,716,474 9,692,035

１株当たり四半期純利益金額又
は四半期(当期)純損失金額(△)

(円) △23.22 3.42 △34.47

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 31.52 32.52 32.09
 

回次
第63期 
第3四半期 
連結会計期間

第64期 
第3四半期 
連結会計期間

会計期間
自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 24.99 60.96
 

２ 【事業の内容】
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当第3四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記

載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。なお、重要事象等は存在しておりませ

ん。 

  

当第3四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び当社の

関係会社)が判断したものであります。 

  

当第3四半期連結累計期間におけるわが国経済は、アベノミクス効果の期待感から円安・株高が進行

し、企業収益環境の改善や個人消費の持ち直しが徐々にみられる等、緩やかな回復の動きが見られた一

方で、今春の消費税増税、新興国経済の成長鈍化等により本格的な回復には至っておらず、不透明感を

拭えない状況の中で推移しました。 

 一方、当社グループを取り巻く事業分野も再生可能エネルギーなどエネルギー供給源の多様化等事業

環境に変化があり、国内設備投資は緩やかに持ち直しつつありますが、先行きへの慎重な見方から、い

まだ力強さに欠ける状況の中で推移しました。 

 このような経済情勢のなか、当社グループは主力製品であるＬＰガス容器の需要が増大したことに加

え、一般高圧ガス容器への積極的な営業活動に取り組んだ結果、売上高は、高圧機器事業が前年同期を

上回りましたものの、鉄構輸送機事業、施設機器事業及び運送事業が設備投資抑制などにより前年同期

を下回りました。 

 この結果、当第3四半期連結累計期間の売上高は85億30百万円（前年同期比3億46百万円の減収）とな

りました。利益面につきましては、引き続き総コストの削減及び生産効率の改善等に努めました結果、

黒字化を達成し、営業利益は62百万円（前年同期比1億1百万円の改善）、経常利益は66百万円（同93百

万円の改善）、四半期純利益は11百万円（同90百万円の改善）となりました。 

  
セグメント別の業績は次のとおりであります。 

  

高圧機器事業 

ＬＰガス充填所等プラント工事は減少したものの、主力製品の小型ＬＰガス容器、一般高圧ガス容

器及びＬＰガスバルク貯槽の販売数量が増加した結果、事業全体の売上高は50億61百万円となり、前

年同期を2億57百万円(5.4%)上回りました。また、セグメント利益(営業利益)は総コストの削減及び

生産効率の改善等により、前年同期と比べ1億71百万円(93.8%)増加し、3億53百万円となりました。 
  

鉄構輸送機事業 

コンベア設備を主体とした搬送機器の工事量が減少した結果、事業全体の売上高は5億31百万円と

なり、前年同期を3億31百万円(38.4%)下回りました。また、セグメント利益(営業利益)は売上高の減

少及び利益率の低下により、前年同期と比べ51百万円(81.5%)減少し、11百万円となりました。 
  

施設機器事業 

畜産分野の主力製品である飼料タンク及び畜産関連の設備機器の受注が減少した結果、事業全体の

売上高は7億26百万円となり、前年同期を2億54百万円(25.9％)下回りました。また、セグメント損失

(営業損失)は売上高の減少により、34百万円と前年同期と比べ9百万円の赤字拡大となりました。 
  

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況
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運送事業 

国内貨物輸送量が低水準で推移した結果、事業全体の売上高は22億10百万円となり、前年同期を19

百万円(0.9%)下回りました。また、セグメント利益（営業利益）は、コスト削減や事業効率の向上等

により、前年同期と比べ34百万円(197.0%)増加し、52百万円となりました。 

  

当第3四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比較して24百万円(0.3%)増加し、97億

16百万円となりました。 

 資産は、現金及び預金が1億95百万円、製品が57百万円、有形固定資産が62百万円それぞれ減少しま

したが、受取手形及び売掛金が4億7百万円増加しました。 

 負債は、当期から電子記録債権（でんさい）を導入したことにより電子記録債務が4億77百万円新た

に発生しましたが、支払手形及び買掛金が1億73百万円、短期借入金が2億19百万円、退職金の支払いに

より退職給付引当金が98百万円、賞与の支払により賞与引当金が60百万円それぞれ減少した結果、負債

合計は39百万円(0.6%)減少し、62億91百万円となりました。 

 純資産は、利益剰余金が11百万円、その他有価証券評価差額金が38百万円それぞれ増加した結果、純

資産合計は64百万円(1.9%)増加し、34億24百万円となりました。 

  

当第3四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。 

  

当第3四半期連結累計期間の研究開発費の総額は31百万円であります。 

  

(2) 財政状態の分析

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

(4) 研究開発活動
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該当事項はありません。 
  

該当事項はありません。 
  

該当事項はありません。 
  

  

 （注）平成25年10月1日を効力発生日として、10株を1株にする株式併合を実施いたしました。 

  

当四半期会計期間は第3四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
  

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,000,000

計 8,000,000
 

② 【発行済株式】

種類
第3四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成25年12月31日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成26年2月13日)

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,420,000 3,420,000
東京証券取引所 
市場第一部

単元株式数は 
100株であります。

計 3,420,000 3,420,000 ― ―
 

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増減額 
(千円)

資本金残高 
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金 
残高 
(千円)

平成25年10月1日 △30,780,000 3,420,000 ― 1,710,000 ― 329,299
 

(6) 【大株主の状況】
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当第3四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成25年9月30日）に基づく株主名簿による

記載をしております。 

平成25年12月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権1個)含まれ

ております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、中鋼運輸株式会社所有の相互保有株式842株及び当社所有の自己株式

336株が含まれております。 

平成25年12月31日現在 

(注) 株主名簿上は中鋼運輸株式会社の名義となっていますが、実質的に同社が所有していない株式が11,000株あり

ます。なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めておりま

す。 

  

該当事項はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 36,000
 

 
―

 
―

 
(相互保有株式)

普通株式 590,000
 

 
―

 
―

完全議決権株式(その他) 普通株式 33,453,000
 

 

33,453 ―

単元未満株式 普通株式 121,000
 

 

― 1単元未満の株式

発行済株式総数 34,200,000 ― ―

総株主の議決権 ― 33,453 ―
 

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数 
(株)

他人名義 
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
中国工業株式会社

広島市中区小町2-26 36,000 ― 36,000 0.10

(相互保有株式) 
中鋼運輸株式会社

広島県呉市広町田2-7-41 590,000 ― 590,000 1.72

計 ― 626,000 ― 626,000 1.83
 

２ 【役員の状況】
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第3四半期連結会計期間(平成25年10月1日か

ら平成25年12月31日まで)及び第3四半期連結累計期間(平成25年4月1日から平成25年12月31日まで)に係る

四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。 
 

第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 835,062 639,267 

受取手形及び売掛金 ※2  3,183,162 ※2  3,590,991 

製品 178,206 121,180 

仕掛品 513,688 506,154 

原材料及び貯蔵品 262,900 280,345 

その他 156,277 96,193 

貸倒引当金 △1,735 △1,607 

流動資産合計 5,127,563 5,232,525 

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 582,663 556,790 

機械装置及び運搬具（純額） 341,695 326,207 

土地 2,249,266 2,249,266 

リース資産（純額） 129,637 101,016 

建設仮勘定 237 8,138 

その他（純額） 19,622 19,594 

有形固定資産合計 3,323,124 3,261,013 

無形固定資産 36,713 35,659 

投資その他の資産   

投資有価証券 1,075,703 1,066,041 

建設協力金 25,740 21,330 

その他 159,184 159,767 

貸倒引当金 △55,994 △59,862 

投資その他の資産合計 1,204,634 1,187,276 

固定資産合計 4,564,472 4,483,949 

資産合計 9,692,035 9,716,474 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※2  1,671,096 ※2  1,497,481 

電子記録債務 － 477,394 

短期借入金 2,373,729 2,153,922 

リース債務 43,006 35,931 

未払金 161,577 138,963 

未払費用 81,819 95,743 

未払法人税等 24,504 19,143 

未払消費税等 35,378 31,372 

前受金 107,770 117,366 

賞与引当金 84,529 24,233 

役員賞与引当金 10,000 7,500 

その他 53,281 80,047 

流動負債合計 4,646,694 4,679,099 
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

固定負債   

長期借入金 221,769 254,651 

リース債務 150,716 125,348 

退職給付引当金 1,088,538 990,227 

役員退職慰労引当金 75,684 75,684 

その他 148,513 166,928 

固定負債合計 1,685,221 1,612,840 

負債合計 6,331,915 6,291,939 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,710,000 1,710,000 

資本剰余金 329,347 329,347 

利益剰余金 974,094 985,671 

自己株式 △80,477 △80,692 

株主資本合計 2,932,963 2,944,326 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 177,315 215,565 

その他の包括利益累計額合計 177,315 215,565 

少数株主持分 249,841 264,643 

純資産合計 3,360,120 3,424,534 

負債純資産合計 9,692,035 9,716,474 
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

売上高 8,876,982 8,530,029 

売上原価 7,354,751 6,890,310 

売上総利益 1,522,230 1,639,718 

販売費及び一般管理費 1,561,240 1,577,664 

営業利益又は営業損失（△） △39,009 62,053 

営業外収益   

受取利息 870 788 

受取配当金 15,116 14,288 

助成金収入 5,054 1,486 

その他 22,114 16,383 

営業外収益合計 43,156 32,947 

営業外費用   

支払利息 20,260 19,918 

出向者人件費 3,290 2,599 

その他 7,756 6,438 

営業外費用合計 31,308 28,956 

経常利益又は経常損失（△） △27,161 66,044 

特別利益   

固定資産売却益 2,378 3,269 

特別利益合計 2,378 3,269 

特別損失   

固定資産除売却損 3,412 312 

投資有価証券評価損 11,262 － 

ゴルフ会員権評価損 5,125 3,800 

減損損失 1,398 － 

特別損失合計 21,198 4,112 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△45,982 65,201 

法人税、住民税及び事業税 27,507 29,451 

法人税等調整額 2,869 7,801 

法人税等合計 30,376 37,252 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△76,359 27,949 

少数株主利益 2,333 16,371 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △78,693 11,577 
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△76,359 27,949 

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △9,452 39,296 

繰延ヘッジ損益 △1,094 － 

その他の包括利益合計 △10,547 39,296 

四半期包括利益 △86,906 67,245 

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △88,965 49,827 

少数株主に係る四半期包括利益 2,059 17,418 
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 １  受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高 
  

  

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま
す。なお、当第3四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末
日満期手形が四半期連結会計期間末残高に含まれております。 

  

当第3四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な
お、第3四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりで
あります。 

  

前第3四半期連結累計期間(自  平成24年4月1日  至  平成24年12月31日) 

１．配当金支払額 

   該当事項はありません。 
  
２．基準日が当第3四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第3四半期連結会計期

間の末日後となるもの 
該当事項はありません。 

  
  

当第3四半期連結累計期間(自  平成25年4月1日  至  平成25年12月31日) 

１．配当金支払額 

   該当事項はありません。 
  
２．基準日が当第3四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第3四半期連結会計期
間の末日後となるもの 
該当事項はありません。 

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

 
前連結会計年度 
(平成25年3月31日)

当第3四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日)

受取手形割引高 58,326千円 41,163千円

受取手形裏書譲渡高 53,284 64,595
 

 
前連結会計年度 
(平成25年3月31日)

当第3四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日)

受取手形 106,813千円 76,783千円

支払手形 27,004 4,693
 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 
前第3四半期連結累計期間
(自 平成24年4月1日

  至 平成24年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自 平成25年4月1日

  至 平成25年12月31日)

減価償却費 158,139千円 151,234千円
 

(株主資本等関係)
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Ⅰ  前第3四半期連結累計期間(自  平成24年 4月 1日  至  平成24年12月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) 1 セグメント利益又は損失の調整額△277,650千円には、セグメント間取引消去1,884千円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△279,535千円が含まれております。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない、

経営管理部、総務部等管理部門に係る費用であります。 

2 セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損益と調整を行っております。 

  

Ⅱ  当第3四半期連結累計期間(自  平成25年 4月 1日  至  平成25年12月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) 1 セグメント利益又は損失の調整額△321,767千円には、セグメント間取引消去827千円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△322,595千円が含まれております。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない、経

営管理部、総務部等管理部門に係る費用であります。 

2 セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損益と調整を行っております。 

  

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

      (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額 
(注)1

四半期 
連結損益 
計算書 
計上額 
(注)2

高圧機器 
事業

鉄構輸送機 
事業

施設機器 
事業

運送事業 計

売上高        

  外部顧客への売上高 4,803,047 863,008 981,362 2,229,565 8,876,982 ― 8,876,982

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高

11,455 ― ― 388,437 399,892 △399,892 ―

計 4,814,503 863,008 981,362 2,618,002 9,276,875 △399,892 8,876,982

セグメント利益又は損失(△) 182,583 63,246 △24,879 17,690 238,641 △277,650 △39,009
 

      (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額 
(注)1

四半期 
連結損益 
計算書 
計上額 
(注)2

高圧機器 
事業

鉄構輸送機 
事業

施設機器 
事業

運送事業 計

売上高        

  外部顧客への売上高 5,061,013 531,834 726,834 2,210,347 8,530,029 ― 8,530,029

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高

18,164 ― ― 402,757 420,922 △420,922 ―

計 5,079,177 531,834 726,834 2,613,104 8,950,951 △420,922 8,530,029

セグメント利益又は損失(△) 353,888 11,709 △34,319 52,542 383,821 △321,767 62,053
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1株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(注) １ 平成25年10月1日付で10株につき1株の割合で株式併合をおこなっております。前連結会計年度の期首に当該

株式併合が行われたと仮定し、1株当たり四半期純利益金額又は純損失金額を算定しております。 

２ 前第3四半期連結累計期間の潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、1株当たり四半期純損

失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。当第3四半期連結累計期間の潜在株式調

整後1株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

  

 該当事項はありません。 

  

(1株当たり情報)

項目
前第3四半期連結累計期間
(自  平成24年4月1日
 至  平成24年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自  平成25年4月1日
 至  平成25年12月31日)

 1株当たり四半期純利益金額又は純損失金額(△) △23円22銭 3円42銭

   (算定上の基礎)   

     四半期純利益金額又は純損失金額(△)(千円) △78,693 11,577

     普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

     普通株式に係る四半期純利益金額 
   又は純損失金額(△)(千円)

△78,693 11,577

     普通株式の期中平均株式数(千株) 3,388 3,388
 

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成26年2月12日

中国工業株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている
中国工業株式会社の平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会
計期間（平成２５年１０月１日から平成２５年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２５
年４月１日から平成２５年１２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照
表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務
諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実
施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中国工業株式会社及び連結子会社の平成２
５年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表
示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 
  

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任監査法人 ト ー マ ツ
 

指定有限責任社員 
業務執行社員

 公認会計士    柴  田  良  智    印
 

指定有限責任社員 
業務執行社員

 公認会計士    宮  本  芳  樹    印
 

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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